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政府による米軍普天間飛行場代替施設建設事業の強行に対する抗議 
 
 
10月 27日、政府は、米軍普天間飛行場代替施設建設事業に関して、沖縄県に対し、地方

自治法に基づく国の是正指示や代執行の手続きに入ると発表した。また、行政不服審査法

に基づく防衛省沖縄防衛局の申し出を認め、埋め立て承認を取り消した沖縄県の処分に関

して、効力を停止したことも発表した。日本自然保護協会は、事業予定地の生物多様性豊

かな自然環境の保全と安全で安心な暮らしを守る立場から、これらの決定に対して強く抗

議する。 

 

これらの決定とそれに基づく処分により、沖縄県知事が有していた知事権限が失われる

こととなる。知事権限には、設計概要変更承認申請への判断、埋立工事開始前の事前協議、

岩礁破砕許可の取り消し、造礁サンゴの特別採捕許可申請への判断など環境保全に関する

重要な事項が含まれている。 

今回の措置は沖縄県が日本政府に要求してきた環境保全の基準を日本政府が満たせない

ことを露呈したものである。 

 

2014 年、沖縄防衛局から提出された設計概要変更承認申請書のうち、美謝川の切り替え

工事や辺野古ダム周辺の土砂運搬方法は、仲井真県政でさえ許可することができない至ら

ないレベルのものであり、2014年 10月に沖縄県に提出された沖縄県環境生活部長意見でも



環境保全に対する懸念が払しょくできないことが示され、美謝川の切り替え工事の申請は

取り下げられた。 

承認の権限を県知事から取り上げた国は、今後、設計概要変更を自らの判断で承認する

ことになるのであろうが、そのときに環境保全への対処が担保されるとは考えにくい。 

 

また、同事業に伴う環境保全を担保するため、仲井真元知事が埋め立て承認の条件とし

て設置された普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境監視等委員会（以下、「同委員会」）

は、新聞等でも指摘されているように、中立で科学的な判断ができない状態である。 

同委員会の議論をみても、成功事例の存在しない海草藻場造成や、成功の可否の確認が

不可能な生物の移動を唯一の環境保全措置としてあげているが、生物の移動・移植・造成

の技術は確立しておらず、確立していない技術を唯一の環境保全措置とする同委員会の姿

勢は適切ではない。また、これらの環境保全措置は、事業を実施した場合にも埋立による

潮流の変化はないというシミュレーションや、ジュゴンやウミガメが辺野古の海草藻場を

利用する可能性が低いなど誤った推測に基づいており、このような判断を追認する、同委

員会が、今後は中立で科学的な判断をし、環境保全を担う能力を有するとは到底考え難い。 

 

沖縄県外および県内から調達する予定の 2,100 万立方メートルにも及ぶ埋め立て土砂に

関しては、まだ環境分野の専門家との議論さえ行われておらず、2009 年に沖縄防衛局が非

公開で設置した普天間飛行場代替施設建設事業資材調達検討委員会において匿名の専門家

が決定した事項が進められている。同事業に伴う作業が土砂調達地および埋め立て地の環

境に与える影響は、科学的に検証されたものではない。 

 

これらのことから、本計画を遂行することにより、想定外の規模で環境への影響が及ぶ

ことが考えられる。 

 

さらには、沖縄県知事のもとで設置された普天間飛行場代替施設建設事業に係る公有水

面埋立承認手続に関する第三者委員会は、この事業の手続きにおいて法的な瑕疵があるこ

とを公表している。今回の決定により同事業を進めることは、法律的観点、環境保全上の

観点、地方自治のいずれの観点からも許されるものではない。 

以上 
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